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　文化政策の充実ぶりによって知られてきた先進諸国においても、一般的にいって、文化政策は
再考・再構築の時期に来ているといえよう。その背景にあるのは、そもそも1990年代以降、公的
セクターにも民間セクターの経営手法を導入しようとするニュー・パブリック・マネジメント
の考え方を採り入れた公共政策の見直しが進む中で、国内・対外文化政策のいずれも再構築を
迫られていたことである。そしてそれに追い打ちをかけるように、2008年以降に生じた金融危機
（リーマン・ショック）以降、税収が落ち込む一方で、景気刺激のための財政出動が必要となり、
従来の政府支出の削減、国家財政の立て直しが急務となるなか（１）、聖域扱いを受けることも多
かった国内・対外文化政策も、見直しが不可避となったのである。
　本論文は、筆者がこれまでも研究対象としてきたフランス、ベルギー、カナダの３か国につ
いて、公的文書（政府が発表する政策概要書、予算書（２）、報告書、法律など）、それに対するメ
ディア、当事者・職能団体、市民の反応（新聞・雑誌・関連ウェブサイトの記事など）に基づい
て、金融危機前後の政府の対応とそれに対する芸術界の反応を調査・分析することを目的とす
る。なお、ベルギーとカナダは国内に異なる国民共同体を内包する連邦国家であるが、とりわけ
舞台芸術にとって重要であるフランダースとケベックの両地方における政府の対応も合わせて調
査することとした。
フランス
　フランスは、フランソワ１世が1530年にコレージュ・ドゥ・フランスを創設したり、1539年に
フランス語を行政の言語と定めたり、ルイ13世の宰相リシュリューが1634年にアカデミー・フラ
ンセーズを創設したり、ルイ14世がヴェルサイユ宮殿を整備させると同時にそこで多くの宮廷芸
本研究は JSPS科研費24520184の助成を受けた成果である。
（１）　とりわけユーロ加盟国については、1992年のマーストリヒト条約、さらに1997年の安定・成長協定によっ
て、国・地方自治体を合わせた公共財政の赤字をGDP比３％以下に抑えることが原則として求められている
ことが強く影響している。
（２）　フランス、ベルギーの会計年度は、オランダやスペインと同じく暦年通りの１月１日から12月31日までで
ある。カナダの会計年度は英国や日本と同様に４月１日から３月31日である。
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術家に庇護を与え、王立音楽アカデミー（パリ・オペラ座の前身、1669年創設）やコメディ＝フ
ランセーズ（1680年創設）を設立したり、革命後に急増したパリの劇場数をナポレオンが再び制
限してコメディ＝フランセーズを保護しようとしたりするなど、王権・政府が一貫して芸術に積
極的に関与してきた歴史を持つ。革命後には、規制・干渉と表裏一体でもあった権力による保護
だけでなく、権力からの自由も（紆余曲折を経ながら）確立していった。最終的に劇場開設の自
由化は1864年、検閲の廃止は1906年に実現している。戦後には芸術作品の生産と受容とにおける
地域格差・社会格差を是正する必要が強く認識され、1959年に設立された文化省が中心となっ
て、地方都市に公共文化施設・専門教育機関を数多く整備し、「文化の民主化」を推進してきた。
そうした長い歴史を経て、創造・普及・教育・職業訓練・雇用・税制と多岐にわたる、芸術創造
に対する手厚い支援を（歴史が長いだけに複雑な）制度として確立させている（３）。文化省内部
に専門知識を備えた多数の人材を擁し、アーツ・カウンシルのような組織を介さずに文化省が直
接に関与している点にフランスの特徴があるが、1970年代から各地域圏に設置された地域圏文化
問題局が地方自治体の対等なパートナーとなり、地方自治体の文化政策の底上げに貢献してきた
ことも特筆される。
　芸術・文化は外交とも強く結びついてきた。フランス語がヨーロッパの共通言語となった18世
紀には、フランスの芸術・文学・思想もまた国境を大きく越えた影響力を持ったし、それは国家
の利益にもかなうことであった。19世紀末にはアリアンス・フランセーズ（現在では世界に819校、
うち協定校307校（４））が創設され、20世紀初頭以来、フランス学院・文化センター（96拠点（５））
やフランス教育校（494校、内訳は直営校74校、協定校156校、協力校264校（６））のネットワーク
も世界的に整備され、フランス国外における言語・文化の普及を通じた影響力の構築に関しても
長い歴史を持っている。
　その反面、フランスの公共政策において規制よりも結果を重視する傾向はそれほど歴史が長いも
のではない。先行したカナダや英国の後を追うように、ニュー・パブリック・マネジメントの考え方
（３）　文化省の予算に計上される舞台芸術関連支出以外に、失業保険の枠内のアンテルミタン制度、目的税（た
とえば民間劇場の入場料に課され、民間劇場の活動支援にあてられる税）や優遇税制（劇場入場料に対する
付加価値税の軽減税率適用やメセナ税制など）、私的複製補償制度（補償金の一部が芸術創造支援にあてられ
る）などから構成される複雑な仕組みが出来上がっている。詳しくは藤井慎太郎「フランスの舞台芸術環境」、
伊藤裕夫・小林真理・松井憲太郎編『公共劇場の10年　舞台芸術・演劇の公共性の現在と未来』美学出版、
2010年、136-158頁を参照のこと。
（４）　アリアンス・フランセーズ財団（パリ）のウェブサイトによる。http://www.fondation-alliancefr.org/?cat=1
（５）　アンスティチュ・フランセ（パリ本部）のウェブサイトによる。
　　 http://www.institutfrancais.com/fr/faites-notre-connaissance-0
（６）　在籍者の約半数はフランス以外の国籍であり、「フランス人学校」の表記は実態にそぐわないため、「フラ
ンス教育校」と表記する。フランス在外教育庁（AEFE : Agence pour l’enseignement français à l’étranger）のウェ
ブサイトによる。 http://www.aefe.fr/reseau-scolaire-mondial/les-etablissements-denseignement-francais
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を採り入れて2001年に成立した予算組織法によって予算制度が抜本的に改革され、従来のように省
庁別、費目別ではなく、政策目的（ミッション／プログラム／アクションの３段階にさらに階層化さ
れている（７））ごとに予算を策定することとなった。さらにAE（autorisation d’engagement、債務負担
行為額、実際の支出は翌年度以降にも発生しうる）、CP（crédit de paiement、支出許容費、単年度
あたりの支出上限額）の２種類の予算額について国会承認を義務づけることを通じて、より透明で
適切な予算管理、複数年度予算に近い考え方が導入されている。さらに2007年のフランス大統領選
挙で保守系のニコラ・サルコジが当選すると、公共政策の効率化を目的とした公共政策一般見直し
（RGPP: Révision générale des politiques publiques）が導入され、2008年からは退職公務員の半数を補
充せず定数削減する方針が実施に移された（８）。その見直しの一環として、文化省の組織改革が2009
年に決定され、2010年１月に文化財総局、芸術創造総局、メディア文化産業総局の３つの総局が誕
生した。これまでフランスの文化政策は芸術領域（ジャンル）別に立案・実施されてきたが、音楽
舞踊演劇舞台芸術局（DMDTS : Direction de la Musique, de la Danse, du éâtre et des Spectacles、こ
の長い名称がその縦割的な性質を表している）と造形芸術委員会（Délégation aux Arts plastiques）と
が統合されてできた芸術創造総局（Direction générale de la Création artistique）が、領域横断的な芸
術実践を奨励する領域横断的な政策を提案してこそ、真の統合効果を発揮できると思われる。
　その一方で、文化予算は国家予算のせいぜい１％を占めるにすぎないが、市民にとって象徴
性・可視性が高い領域であること、さらに芸術家（特に舞台芸術家）が世論を味方につけながら
抗議活動をしばしば展開しては権力者の手を焼かせてきたことが理由であろうが、文化・芸術に
造詣の深かったシラク大統領の時代はもちろん、文化に関心が薄いとされたサルコジ大統領のも
とでも、文化はしばしば聖域扱いを受けてきた（皮肉にも現在のオランド政権も「文化予算の聖
域化」に回帰しつつある）。金融危機直後の2010および2011年度には予算が減少するが、文化予
表１　 フランス政府予算（ミッション「文化」、プログラム「創造」、アクション「舞台芸術」の数字、
単位：100万€）
2015 2014 2013 2012 2011 2010b(９) 2010a 2009 2008 2007 2006 2005
文化 2596.2 2589.6 2638 2728.9 2682.1 2676.9 2924.5 2783.9 2758.8 2687.6 2799.7 2670
創造 736.1 747.2 775.4 787.9 736.8 723.6 825.8 806.8 799.6 797.6 946 940.3
舞台芸術 669.6 683.7 712.9 718.9 663.9 666.5 667.9 649.5 649.4 648.8 605.2 597.8
 http://www.performance-publique.budget.gouv.frにある予算法（LFI : Loi de nances initiales）の数値から筆者が作成　
（７）　たとえば2014年一般会計予算は31ミッション、137プログラムから構成される。
　　http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/budget-comptes-etat/volet-performance-budget-etat/essentiel/
s-informer/missions-programmes-actions-trois-niveaux-structurent-budget-general#.VgLJ6HtAugo
（８）　フランソワ・オランドの大統領就任に伴い、RGPPは2012年に公共活動現代化（MAP : Modernisation de 
l’action publique）に改組されている。
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算は横ばいないしは微増傾向にあった（表１）。逆説的だが、2012年５月の大統領選挙において
社会党のフランソワ・オランドが大統領に選出され、同年６月の国民議会選挙によって社会党が
政権に復帰してから、文化も例外としない支出削減、財政健全化が図られるようになったのであ
る。こうして2013年度から文化予算も削減の対象となり、2013年にはフランス政府は政府全体で
370億€の予算削減を実施する中、文化予算も3.3％削減された（2014年にも1.8％削減されている）。
さらに年度途中の予算執行の凍結も頻繁に行われており（10）、決算の数字を見ると予算額を下回っ
ていることも多い。国立劇場への助成金も年々削減されており、パリ・オペラ座は助成金の減少
をメセナなどによる自助努力では補いきれず、2014年秋から週末の公演や上位席を中心に入場料
の一部値上げに踏み切ったことが報じられている（11）。
　だが2014年に雇用制度の改革をめぐってアンテルミタンの抗議運動が再燃するとともに（12）、
政府の責任放棄（désengagement）が批判されると、ヴァルス首相自らが調停のために動き（13）、
2015年以降の３年間の文化予算の聖域化を再び打ち出し（14）、さらに2015年５月には「［オランド
政権による］文化予算の削減は誤りであった」ことを公式に認めて現在に至っている（15）。
　また、今日のフランスでは、地方自治体の文化予算が増加して、市町村レベルに限っても、国
の文化予算を大きく上回る金額を文化のために投じている（表２）。国立演劇センター（全国に
39拠点）、国立振付センター（19拠点）、振付開発センター（９拠点）、オペラ劇場（24拠点）、国
立舞台（69拠点）、協定舞台（124拠点）、国立サーカス拠点（12拠点）、国立大道芸センター（12
拠点）などの、フランスの地方都市に整備された公共舞台芸術施設は、国・地域圏・県・市町
村が運営資金を出し合うかたちをとっている。その際には文化施設と国・自治体との間で複数年
度にわたる協定が交わされ、助成金と引き替えに文化施設が負う責任が明文化される（重要と見
（９）　2010年については年度途中に大幅に減額修正されたために数値が２つ存在する。
（10）　近年でも2012年（６％）、2013年（６％）、2014年（８％）とほぼ毎年のように実施されている。年末が近づ
くにつれて（部分的に）解除されることもあれば、解除されないままのこともある。
（11）　Claire Bommelaer, « Culture : la tentation de la hausse des prix », Le Figaro, le 6 janvier 2014. なお、フランス語版の
『ハフィントン・ポスト』によれば、表向きは値上げをしなかった間も、客席区分の変更によって実質的に入
場料は値上げされてきたことが指摘されている。Laura Cappelle, « Prix des places : les petits mensonges de l'Opéra 
de Paris », Le Hungton Post, le 3 février 2012. 
（12）　アンテルミタン制度とは、すべての民間労働者が加入する失業保険制度の枠内で、過去10か月（技術者）、
10.5か月（芸術家）の間に507時間の労働を証明できた、舞台芸術・視聴覚産業に従事するフリーランスの技
術者・芸術家が、見なし給与所得者として失業手当を受けとることができる制度のことをいう。1990年代か
らアンテルミタンの数と給付総額、したがって潜在的な赤字が急増して、その削減の方法を巡って大きな問
題となっている。
（13）　Anonyme, « Manuel Valls met en place une mission pour redénir le statut d'intermittent », Le Monde, le 19 juin 2014. 
（14）　Anonyme, « Valls promet de "garantir" le budget culture », Le Figaro, le 6 juillet 2014. 
（15）　Enguérand Renault, « Manuel Valls estime que la baisse du budget Culture est une erreur », Le Figaro, le 18 mai 2015.
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なされる上演団体も、文化省と協定を結び、複数年度にまたがる助成を受けている）。だが昨今、
地方自治体に対する政府の交付金も大きく減額されているために（16）、多くの自治体が文化を調
整弁として利用して、文化予算を縮減し、それによって多くの文化施設・団体が活動の縮小や停
止を迫られている（17）。フルール・ペルラン文化大臣はまた、文化協約（Pacte culturel）を地方自
治体との間で交わすことによって、文化予算を維持する自治体に対しては（当該自治体にある文
化施設に対する）国の財政支援も維持することを打ち出し、2015年５月末までに37、夏までに60
の自治体と協約を交わす見通しであることが報じられた（18）。
　行政の効率化の努力がとりわけ顕著であったのは対外文化政策の領域である。RGPPおよびフ
ランス外交政策白書（2008）を受けて、文化外交を担う執行機関として、キュルチュールフラン
ス（CulturesFrance（21））をさらに改組して公設法人アンスティチュ・フランセ（Institut français、
パリ本部）を創設するための法律が2010年７月に成立し、世界各地のフランス学院・文化セン
ター、大使館文化部を統合して、2011年１月１日にアンスティチュ・フランセは正式に発足し
た。以前よりも活動範囲は広がり、法的地位は強化され、予算も増加したとされる（22）。だが発
表２　2010年のフランス本土（海外県を除く）の地方自治体の階層別文化予算総額（単位：100万€）
芸術表現・文化活動 文化財の保存・普及 合計（19）
地域圏 501 148 657
県 526 807 1,375
市町村（人口１万人以上） 2,701 1,609 4,453
市町村広域行政 597 367 986
合計 4,325 2,930 7,472 
Jean-Cédric Delvainquière, François Tugores, Nicolas Laroche, Benoît Jourdan, « Les Dépenses culturelles des collectivités territoriales en 
2010 : 7,6 milliards（20） pour la culture », Culture Chires, mars 2014より筆者が作成
（16）　政府は2015～2017年の３年間で110億€の交付金を削減する方針であることが伝えられた。内訳は１年につ
き市町村およびその広域連合20.7億€、県11.5億€、地域圏4.5億€であるという。Sibylle Vincendon, « Recul des 
dotations aux collectivités locales : les tremblements de maires », Libération, le 8 octobre 2014. 
（17）　「危機地図（Cartocrise）」と名づけられた地図上に、2014年３月以降に中止／廃止されたフェスティヴァル
や芸術団体（2015年６月22日現在で215件）がマッピングされている。
　　https://umap.openstreetmap.fr/fr/map/cartocrise-culture-francaise-tu-te-meurs_26647#6/47.354/6.614
（18）　Anonyme, « Plus d'une trentaine de villes s'engagent dans des "pactes culturels" avec l'Etat », L’Express, le 20 mai 2015.
（19）　「芸術表現・文化活動」「文化財の保存・普及」のいずれかに分類できない支出があるため、合計額は両部
門の予算を単純に足し合わせた数字にはならない。
（20）　これは海外県の予算を含む数値である。
（21）　キュルチュールフランス自体、1922年に前身組織が創設されたフランス芸術活動協会（AFAA : Association 
française d’action artistique）を改組して、2006年に創設されたばかりであった。
（22）　この経緯の詳細については、藤井慎太郎「フランスの対外文化政策」、伊藤裕夫・藤井慎太郎編『芸術と環
境　劇場制度・国際交流・文化政策』論創社、2012年、230-243頁を参照。
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足以来、国（外務省）からの補助金は減額され続け、語学講座やメセナをはじめとする固有収入
の増加によって何とか事業予算を捻出しようとしている状況である（表３）。
　日本においても、2012年秋に公益財団法人アンスティチュ・フランセ日本が発足している。これ
は東京・横浜、関西、九州の４つの日仏学院・日仏学館および（2014年から）ヴィラ九条山がフ
ランス大使館文化部と統合されてできたものである（同時に2013年からは大阪アリアンス・フラン
セーズがアンスティチュ・フランセ関西に統合されている）。なお、この日本法人が語学講座など
から得ている収入は、パリ本部の収入には表れないことに注意されたい。
ベルギー
　1830年にオランダ王国から独立するかたちで建国されたベルギー王国では、当初はフランス語
話者の強い影響を受けた国づくりがなされてきたが、フランダース（北部のオランダ語圏）の
自治拡大、ひいては分離独立を求める動き（「フランダース運動」）が強まり続けた。戦後には言
語共同体間の対立はさらに激しくなり、1968年のルーヴァン大学の言語別分割を経て、1970年
以降、地方分権が進み、1993年にはついに完全な連邦国家へと移行した。今日のベルギーは３つ
の地域（地理的概念であり、フランダース、ワロニー、ブリュッセル首都からなる）と３つの共
同体（言語文化的概念であり、フランダース共同体、フランス語共同体、ドイツ語共同体からな
る）の二層からなる複雑な連邦制度を採っている（23）。フランス文化省が設立されるよりも１年
早く、1958年に創設されたベルギー文化省では、すでに1963年以降は言語圏別に政策が立案・実
施されていたが、1970年の最初の国家制度改革において、言語と文化に関わる権限は連邦政府か
ら共同体政府（当初は文化共同体文化審議会）へと移譲された。現在では、連邦政府の役割はき
わめて限定的であり（文化の領域では、わずかにモネ劇場、美術宮、王立図書館などの連邦文化
表３　アンスティチュ・フランセ・パリ本部予算（単位：100万€）
　 2013 2012 2011
収入総額 40,601 39,480 46,024
　うち国の助成金 32,448 33,902 35,448
　収入に占める割合 80％ 86％ 77％
支出総額 40,137 40,204 44,909
　うち芸術交流 5,484 6,278 8,688
アンスティチュ・フランセのウェブサイト（www.institutfrancais.com）にある年次活動報告書（Rapport d'activité）より筆者が
作成
（23）　フランダース地域とフランダース共同体は地域が創設された1980年以来、合併して単一のフランダース政
府・議会を構成している。一方のフランス語共同体は2011年からワロニー＝ブリュッセル連合を名乗ってい
る。ブリュッセル首都地域は法律上は二言語地域とされ、フランダース政府とワロニー＝ブリュッセル連合
政府の両方の効力が及ぶが、事実上、オランダ語話者は5～10％前後を占めるにすぎないとされる。
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施設を有するのみで、国全体に関わる文化政策は存在していない）、共同体・地域政府は自らの
権限の枠内で外交を行い、条約を締結することも認められているほどである。
　ベルギーにおいても、金融危機が文化政策に与えた影響は当初はそれほど大きくなかったが、
2014年の連邦議会・地域／共同体議会選挙、政権政党の組み替えの後に顕在化することとなっ
た。連邦政府が所管する文化施設に対する助成金は2011年度予算までは増加を続け、2012年度予
算から減少に転じていたものの、減少幅はわずかであった。ところが、2014年５月25日の連邦議
会、地域・共同体議会の選挙を受けて、連邦政府については、フランス語圏第一党の社会党を連
立政権から排除する一方で、フランダースの分離独立を目標に掲げオランダ語圏第一党となった
N-VA（新フランダース同盟）が新しく連立に加わるなど、左から右へと政権政党の組み替えが
起こった（N-VAのほか、オランダ語圏キリスト教民主主義政党CD&V、オランダ語圏自由主義
政党Open VLD、フランス語圏自由主義政党MRが参加している）。新しい政府は2015年度予算
における連邦文化施設への補助金大幅削減を発表した。ブリュッセルにあるオペラハウスである
王立モネ劇場は、４％の人件費削減、20％の運営費削減、計293万€の削減を求められた結果、舞
踊部門の廃止、人員削減の方針を発表した。同時に劇場監督のペーター・ドゥ・カルウェは「文
化の暗転（Black-out culturel）」として政府の方針を強く批判し、一般的に緊縮財政に反対してい
た世論を味方につけた。その結果、所管大臣ディディエ・レンデルスが妥協し、連邦文化施設の
予算削減幅は半分に圧縮されることとなった。
　一方、フランダース側が長年要求してきたことにほぼ沿うかたちで、ブリュッセル＝ハル＝
ヴィルヴォルド（頭文字をとってBHV と呼ばれる）選挙区をブリュッセル（二言語圏）とそれ
以外（オランダ語圏）とに分割することが2012年７月に連邦議会で承認され（24）、第６次国家制
度改革が本格的に開始されると、オランダ語圏とフランス語圏との間の長年の懸案が解決し、緊
張緩和に大きく役立った。
　それを象徴することだが、フランダース政府とフランス語共同体政府との間で、数十年間にわ
たって待望されながらも実現することがなかった文化協力協定が、2012年12月についに締結され
た。メディア・アートのフェスティヴァルの創設が2015年５月に発表されるなど（25）、クンステ
（24）　これまでBHV選挙区では、居住地が地理的にはフランダースにある場合でも、有権者はブリュッセルと同
様にフランス語政党にも投票することが可能であり、フランダースの政治家・市民の強い不満の種になって
いた。一方で、ブリュッセル都市圏は行政区分としてのブリュッセル首都地域を超えて広がっており、フラン
ダース地域に居住するフランス語話者も相当数に上るため、フランス語圏の政治家・市民にとってはその権
利の保障も重要な問題であった。協議の結果、フランダース地域にあってフランス語話者が多数を占めるブ
リュッセル近郊の６つの便宜措置自治体（communes à facilité）以外の自治体では、原則としてオランダ語政党
にしか投票することができなくなった。なお、ベルギーではキリスト教民主党、自由党、社会党の主要政党が
順に1968年、1970年、1978年に言語別に分割され、両言語圏にまたがる全国政党は存在しなくなって久しい。
（25）　Guy Duplat, « Un festival commun des arts numériques à Bruxelles, c'est pour bientôt » , La Libre Belgique, le 8 mai 2015. 
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ンフェスティヴァルデザールや文化センターのフラジェなどを例外として（26）、これまではきわ
めて稀であった両言語共同体の協働プロジェクトが増加する傾向にある。とりわけ、ブリュッ
セルにあって互いに徒歩圏内にあるフランダース王立劇場（KVS）とフランス語共同体国立劇場
は、2005年から実施してきたToernee General（フランス語で表記すればTournée générale、一方が
企画制作した作品数本を相手の劇場で上演する）を発展させ、2015年秋からの１年間のすべての
上演作品を共同で選定し、両劇場共通のプログラムToernee Capitale（同Tournée capitale）を策定
して、舞台芸術関係者を驚かせた（27）。これは、KVSのディレクターを15年間にわたって務めて
きたヤン・ゴーセンスが、2016年からフランスのマルセイユ・フェスティヴァルのディレクター
に就任することが決まっていて、2015年は任期の最後のシーズンであったために思い切ったこと
が実現できたものだと思われる。
フランダース政府
　フランダース政府は、後述するケベック州政府と同様、自らの独自のアイデンティティの基盤
でもあり、それを表現するものでもある文化の支援に力を注いできた。フランダース政府の文化
予算は金融危機までの10年間にとりわけ大きな伸びを見せた（表４）。共同体内部に適用される
演劇法（eaterdecreet、1975～1993）、舞台芸術法（Podiumkunstendecreet、1993～2006）、芸術
法（Kunstendecreet、2006～）が、舞台芸術に関わる公的助成の根拠となっている。2012年６月
に公表された2013年度以降の助成金（団体に応じて４か年、２か年）の配分額（9,450万€）は以
前と同水準を維持した上に、新進の芸術家に対する970万€の助成金枠を加えて１億420万€に上り（28）、
予算の縮減を予想していた関係者を驚かせたほどであった。その内訳は４か年助成8,934万€、２
表４　フランダース政府文化予算（単位：1000€）　
2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2001 1996
445,720 439,870 449,485 453,943 453,648 443,067 423,865 379,322 266,397 193,853
https://cjsm.be/cultuur/nanciering-en-subsidies/overzicht-van-de-vlaamse-begroting-voor-cultuurから筆者が作成
（26）　文化政策が共同体政府に属する権限とされている以上、ブリュッセル首都地域政府には正面から文化に関
与する権限がなく、ブリュッセルはベルギー連邦、フランダース、ワロニー＝ブリュッセル連合の首都であ
りながら（欧州連合の本部もある）、その地位にふさわしい文化政策を持つことができず、しばしば互いに対
立し合ってきたフランダース政府とワロニー＝ブリュッセル連合政府の下に置かれていることがその背景に
ある。
（27）　Guy Duplat, « L’union entre le KVS et le éâtre national : un geste fort », La Libre Belgique, le 11 mai 2015.
（28）　予定されていた9,450万€に、単年度（プロジェクト）助成向けに970万€が追加された。Joke Schauvliege 
(Vlaams minister van Leefmilieu, Natuur en Cultuur), “104 miljoen euro subsidies voor kunstenorganisaties”, Vrijdag 22 
juni 2012.  
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か年助成519万€、単年度助成523万€となっており、多くが４か年の安定・継続した支援に振り向
けられ、芸術団体の財政の安定に寄与している。これは同時に、助成金を申請する芸術団体、そ
れを審査する政府の双方にとって、申請・審査に関わる事務的負担の軽減も意味する。そこでは
ローザス／アンヌ・テレサ・ドゥ・ケースマイケル（160万€）、ウルティマ・ヴェス／ヴィム・
ヴァンデケイビュス（104万€）、レ・バレエ・C・ドゥ・ラ・B／アラン・プラテル（87万€）、ト
ラウブレン／ヤン・ファーブル（84万€）など、国際的にも評価が高い上演団体には年額１億円
を超える手厚い助成金が認められていることが特徴である（29）。なお、国際活動に対する支援も
この助成金の中に含まれていることには注意したい。
　だが、N-VAの党首バルト・ドゥ・ウェーヴルが2012年秋にアントワープ市長に就任すると、
翌年６月、2014年の市文化予算の 11％削減を打ち出した。その中にはトネールハウス（30万€減）
やドゥシングル（11万8,000€減、全廃）などへの助成金削減が含まれる（30）。その後を追うよう
に、フランダース政府も、選挙後に新たに連立政権（N-VA、CD&V、Open VLDが参加）が組
織されると、2015年度文化予算において3,200万€の縮減を打ち出した。そこには舞台芸術団体に
対する芸術法に基づく助成金の一律7.5％削減、フランダース政府が定めた大規模施設（ドゥシ
ングル、フランダース・オペラ座、フランダース・バレエ団などが含まれる（31））に対する助成
金の2.5％削減などが含まれる（32）。
　その一方で、支出削減が打ち出される以前から、フランダース政府の助成金審査制度は抜本
的な改革が予定されていた。2013年末に新芸術法（Nieuw Kunstendecreet）が採択され、2017年
以降の助成金配分に関しては、大規模施設、運営費助成、プロジェクト助成、個人助成といっ
た、規模と重要度に応じた区分は残るものの、演劇、音楽劇、舞踊、複数領域などに分かれてい
たジャンル別の審査はとりやめる予定である。代わって、開発（ontwikkeling/development）、創
造（productie/production）、上演（presentatie/presentation）、参加（participatie/participation）、熟考
（reectie/reection）の機能の中から一つないし複数を選んで助成を申請することになるという。
創造と上演、さらに参加（実践の民主化）だけでなく、すぐに結果に結びつくとは限らない開発
（29）　Departement Cultuur, Jeugd, Sport & Media, “Overzicht meerjarige subidiëring 2013-2014/16”, 19 april 2012.
（30）　Soe Mulders, “Cultuursector in opstand tegen besparingen”, De Morgen, 26 juni 2013.
（31）　フランダース・オペラ座とフランダース・バレエ団を統合して芸術の家（Kunsthuis）を創設することが
2010年に決定され、2014年に統合が完成している。
（32）　Nele Roskams et Frisia Donders, avec la collaboration d’Annelies de Brabandere et Judith Verhoeven, « La Culture en 
Flandre : Rigueur et ripostes », janvier 2015. http://smartbe.be/media/uploads/2015/01/Culture-en-andre.pdf
　　一方、フランダースよりも経済的に苦しく、文化予算も見劣りするワロニー＝ブリュッセル連合政府は予算
削減幅を３％弱に抑える方針を発表した。教育・文化・青少年大臣ジョエル・ミルケはまた2015年７月に
演劇政策の刷新のための覚書を発表し、創造の支援、多様性の維持、領域横断性の促進、観客の拡大、経
営手法の開発、教育との連携などを謳っている。Joëlle Milquet, « Note d'orientation pour une politique théâtrale 
renouvelée », juillet 2015.
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や熟考もが支援対象とされている点に特徴がある（33）。
カナダ
　カナダは、もともとヌーヴェル・フランスと呼ばれたフランスの植民地であったのが、七年戦
争でフランスが英国に敗北した結果、英国の植民地となり、1867年に当初は英国自治領として成
立し、徐々に主権国家へと変化していった。1774年のケベック法に見られるように、相当数に上
るフランス語話者の存在を考慮しつつも、英国の強い影響を受けた国づくりがなされてきた。し
かし、1960年代からケベックの分離独立運動が先鋭化し、同時に先住民や他の移民集団からの要
求にも応じるかたちで、二言語多文化主義を国の政策として採用するに至った。また、アメリカ
文化に対抗しうるカナダ文化の育成のためにも、カナダ政府は相応の努力を払ってきた。
　カナダ連邦政府は、ジャン・クレティアン自由党政権の下、1994年から1998年にかけて歳出見
直し（「プログラム・レヴュー」）を実施し、1997年度には財政収支を黒字化させ、2007年度まで
それを維持した。連邦政府、ケベック州政府がともに2015年度に財政均衡を達成予定であること
を発表するなど、財政健全化が国是となっているとさえいえる。そのために文化予算の削減も、
フランスやベルギーと比べると急進的なものとなっている。
　カナダ経済は金融危機の影響を比較的受けずにすんだと言われているが、2008年10月の総選挙に
先立つ８月、まさに金融危機が顕在化しようとしていたときに、スティーヴン・ハーパー保守党政権
は、2009年度予算における4,500万＄（カナダドル、以下同様）の文化予算の削減、助成プログラムの
廃止ないし大幅な予算削減を打ち出した。その中には、カナダ遺産省の「交易ルート」事業（Trade 
Routes/Routes Commerciales、従来予算900万＄、文化輸出支援）、外務貿易省の「プロマート」事業
（Prom’Art、従来予算470万＄、国外プロデューサーの招聘費用や海外公演の経費の負担）という舞台
芸術に影響の大きいプログラムの廃止が含まれていた（34）。突然の発表に芸術界からは強い反発の声が
上がった（35）。しかし、選挙の結果、ハーパー政権は継続することになり、削減は実施に移された（36）。
2012年度にも、カナダ放送協会（CBS/Radio-Canada）に対する政府の助成金が１億1,500万＄削
（33）　http://www.kunstenenerfgoed.be/nl/wat-doen-we/het-nieuwe-kunstendecreet
（34）　Guillaume Bourgault-Côté, « Un festival de la coupe à Ottawa : Au moins six programmes ont été supprimés en une 
semaine. D'autres suivront », Le Devoir, le 14 août 2008.
（35）　Culture Montréal, « Culture Montréal déplore et dénonce les coupures fédérales dans deux importants programmes de 
soutien à l’exportation dans le domaine des arts et de la culture », communiqué de presse. 
　　http://culturemontreal.ca/2008/08/communique-culture-montreal-deplore-et-denonce-les-coupures-federales-dans-
deux-importants-programmes-de-soutien-a-lexportation-dans-le-domaine-des-arts-et-de-la-culture/
（36）　決算の数値を見ると、2009年の支出（決算）が同年の予算ばかりか前年の決算の数字をも上回っているの
は、ヴァンクーヴァー冬季五輪文化プログラム開催に関わる費用、景気刺激のための経済行動計画の実施に
関わる費用も加わったためである。Patrimoine canadien 2009 -2010  : rapport ministériel sur le rendement, 2010, p.22.
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減されるなど、カナダ遺産省の予算が2014年度までに１億9,100万＄削減される予定であること、
だがカナダ芸術評議会は予算削減を免れたことが報じられた（37）。この際に国際カナダ研究評議
会が実施していた助成プログラム「カナダ理解　カナダ研究」が廃止され、カナダ研究に関わる
個人（研究者）・学会に対する助成が全廃され、日本カナダ学会やカナダ研究者もこの影響を受
けている。2012年７月にはパリのカナダ文化センターの図書館も閉鎖されたが、世界的に大使館
内で文化担当官が削減されていることも合わせて報じられた（38）。
　こうしたカナダ連邦政府の姿勢は、後述する英国政府やオランダ政府に通じる、移行期間や
緩和措置をほとんど伴わない急激かつ大胆なものである。その一方、2015年１月には、カナダ
芸術評議会は助成プログラムの大幅な見直しの方針を打ち出し、助成総額やピア・レヴュー制
度を維持しながら、147のプログラムを2017年末までに、芸術領域（ジャンル）によらない６プ
ログラムに整理統合する方針を発表した（39）。現段階で発表されているプログラムは、探求・創
造（Explore and Create/Explorer et créer）、共有・持続（Engage and Sustain/Enraciner et partager）、
先住民芸術の創造・知識・共有（Creating, Knowing and Sharing Aboriginal Arts/Créer, connaître 
et partager l’art autochtone）、芸術実践の刷新（Renewing Artistic Practice/Renouveler la pratique 
artistique）、カナダ国内普及（Arts Across Canada/Rayonner au Canada）、カナダ国外普及（Arts 
Abroad/Rayonner à l’international）である。創造行為と国内外の普及の促進に加えて、文化多様性
の維持・促進に関わるプログラム（共有・持続）、先住民文化に関わるプログラムがあるのが、
多文化主義を標榜するカナダならではの特徴だといえる。また、通常の創造活動から区別され、
芸術界全体に影響を与えうるような活動を対象とした「芸術実践の刷新」というプログラムが設
けられていることにも注意したい。
表５　カナダ遺産省の支出
　 2014-15 2013-14 2012-13 2011-12 2010-11 2009-10 2008-9 2007-8 2006-7 2005-6
予算 1390.0 1317.2 1300.0 1186.6 1291.3 1303.5 1426.8 1382.0 1472.0 1410.3
決算 　--- 1331.6 1247.4 1308.5 1313.6 1474.6 1393.9 1391.5 1403.4 1279.1
年次実績報告書（Rapport ministériel sur le rendement）より筆者が作成
（37）　Guillaume Bourgault-Côté, « Culture - Coupes de 191 millions à Patrimoine canadien d'ici 2014-2015 : CBC/Radio-
Canada, l'ONF et Télélm subissent des compressions de 10 %, tandis que le Conseil des arts est sauf », Le Devoir, le 30 
mars 2012. 
（38）　Catherine Lalaonde, Raphaël Dallaire Ferland, « La n de la diplomatie culturelle? Les attachés culturels sont de plus 
en plus rares dans les ambassades du Canada », Le Devoir, le 19 juillet 2012.
（39）　http://nouveaumodele.conseildesarts.ca/
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ケベック
　カナダでは、ベルギーのような中央政府から地方政府への権限移譲はなされなかったものの、
ケベック・ナショナリズムの高まりとともに、ケベック州政府は文化・言語政策はもちろん、本
来は連邦政府の権限に属する外交・移民政策などに関しても、ときに連邦政府と争いながら独自
の政策を発展させてきた。ケベック州政府は、フランスで文化省が設立された２年後の1961年に
文化省（現・文化コミュニケーション省）、1994年には助成機関（アーツ・カウンシル）である
ケベック州芸術人文評議会（CALQ : Conseil des arts et des lettres du Québec）を設立し、北米でも
有数の充実した文化政策を整備してきた。CALQは、マッチング・ファンドの手法を採り入れ
たメセナ・プラスマン・キュルチュール（Mécénat Placements Culture）というプログラムを2005
年に創設し、企業・個人からの寄付の規模に応じた支援を州政府も合わせて行うことで、メセナ
の活性化を通じた芸術団体の財政安定化、同時に芸術団体の自助努力の促進を図っていることも
特筆できる（40）。ケベック州国際関係・フランコフォニー省は同時に、主権国家の大使館に相当
するといってもよい州政府事務所をパリ、ブリュッセル、ニューヨーク、東京など主要都市に展
開し、UNESCOや国際フランコフォニー連合にも連邦政府と並んで積極的に関与しているほか、
ケベックの芸術家の域外でのプレゼンスの強化にも取り組んでいる。
　2008年の連邦政府の助成プログラムの唐突な廃止を受け、ケベック州政府は2009年、300万＄（う
ち250万＄はCALQ向け）の緊急支出を決定し、その結果、ケベックでは2009年、CALQに対す
る助成金申請が60％も増加したことが報じられた（41）。CALQの年次報告書によれば、ケベック
州外へのツアー助成は2008年度の187万＄から306万＄へと増加している（42）。Prom’Artの受益者
の約半数はケベックの芸術家・団体であったことを考慮すれば、これはケベックの芸術家・団体
を救済するための緊急避難的代替措置として理解されよう。だが、かねてからカナダ連邦から距
離を置き（ときに対立し）、ケベック独自のアイデンティティを擁護し、その表現でもある文化
を強く支援し、ケベックの国際的プレゼンスをさらに高めようとしてきた州政府にとっては、連
邦政府（国家）の役割を代替する格好の機会でもあったといえよう。
　だが、ブロック・ケベコワ（連邦議会レベルの分離独立派政党）が2011年の連邦議会選挙で惨
敗してほとんどの議席を失ったのに続いて、分離独立の是非を問う３回目の住民投票の実施を呼
びかけたケベック党（州議会レベルの分離独立派政党）が2014年の州議会選挙に敗れて政権を自
由党に譲ると、その自由党は2015年度の財政均衡を目指す方針を示し、文化外交予算も早速に削
（40）　http://www.calq.gouv.qc.ca/mpc/accueil.htm
（41）　Isabelle Paré, « Impact de l'abolition de l'aide fédérale aux tournées - Le CALQ a vu ses demandes de subventions 
bondir de 60 % », Le Devoir, le 3 novembre 2010.
（42）　Conseil des arts et des lettres du Québec, Rapport annuel de gestion 2009 -2010 , p.53. 
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減対象とされたことが報じられている（43）。さらにケベック州政府は2015年、芸術人文評議会の
2015年度予算を9,500万＄から１億600万＄に増額したその数か月後に、唐突に助成金250万＄を
削減する方針を示して関係者を驚かせた（44）。
他国の状況　英国・オランダ・スペイン
　英国の『ザ・ガーディアン』紙が2012年夏にまとめたところによれば（45）、文化予算の大幅な
縮減はヨーロッパ各国に共通してみられる。全ヨーロッパ的な状況を網羅することはできないの
だが、比較の意味も込めて、他の西欧諸国（英国、オランダ、スペイン）の状況にも簡潔にふれ
ておきたい。
　英国政府は2010年、英国映画評議会（UK Film Council）と博物館図書館公文書館評議会
（Museums, Libraries and Archives Council）の廃止を、当該組織との事前協議なく突然に発表した（46）。
さらに同年、歳出見直し（Spending Review、ブレア政権が1998年に導入した）の結果、文化・
メディア・スポーツ省の予算を2014年度までに24％削減、アーツ・カウンシル・イングランド
への助成金を同30％削減、国立博物館の予算は同15％削減すること、ただし英国の重要な伝統
であり保守党の選挙公約でもあった博物館常設展の入場料無料制度は維持することを発表して
いる（47）。2012年に英国博物館協会が発表した調査結果によると、英国の博物館の51％が予算削
（43）　Lisa-Marie Gervais avec Marco Fortier, « Coup dur pour l’image du Québec à l’étranger : le gouvernement Couillard 
veut couper les ressources allouées aux études québécoises », Le Devoir, le 24 décembre 2014.
（44）　Mario Cloutier, « Des compressions de 2,5 millions au CALQ », La Presse, le 23 juin 2015. 
（45）　http://www.theguardian.com/culture/series/european-arts-cuts
（46）　Mark Brown and Maev Kennedy, ‘UK Film Council Axed’, e Guardian, 26 July 2010.
（47）　Charlotte Higgins, ‘Arts funding cut 30% in spending review’, e Guardian, 20 October 2010.
　　　ただし、文化・メディア・スポーツ省の年次報告書によると、アーツ・カウンシル・イングランドへの政府助
成金の金額の推移は４億4,787万£（2014年度）、４億5,870万£（2013年度）、４億6,997万£（2012年度）、３億
9,360万£（2011年度）、４億3,752万£（2010年度）となっている。2012年に開催されたロンドン・オリンピッ
クおよびその文化プログラムの影響も考慮せねばならないにせよ、2011年度に前年比10％削減されたものの、
2012年度以降は2010年の水準を上回っており、当初公表されたほどの削減には至らなかったことが読みとれる。
Department for Culture, Media & Sport, Annual Report and Accounts, 2011, 2012, 2013, 2014 and 2015.
表６　ケベック州芸術人文評議会（CALQ）予算（単位：1,000＄）　
　 2013-14 2012-13 2011-12 2010-11 2009-10 2008-9 2007-8 2006-7 2005-6
収入 90,510 90,447 89,260 87,652 97,262 92,114 90,011 84,761 73,490
うち州政府助成金 90,009 89,967 88,799 87,269 97,108 90,926 88,330 83,595 72,852
支出 92,995 93,465 93,032 92,536 99,945 92,225 89,977 84,765 73,310
うち芸術団体助成 85,906 86,361 85,958 85,566 92,261 87,918 83,921 78,222 67,260
CALQ年次報告書から筆者が作成
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減（31％は２年連続で削減）、22％が施設の部分閉鎖を余儀なくされている（48）。2013年にはさら
に、英国政府は歳出見直しの結果、文化・メディア・スポーツ省の2015年度予算７％削減の方針
（アーツ・カウンシル・イングランド、国立博物館・美術館への支出は５％削減にとどめられた）
を発表している。
　オランダ政府は2012年の文化予算を前年の８億€から一挙に25％削減したことが話題となった。
300万€の政府助成金の全額を失ったアムステルダムの国際舞踊劇場（Internationaal Danstheater）
をはじめ、これまで政府助成を受けていた120の芸術団体の３分の１が助成金の全額を失って、
存続の危機に立たされたといわれる（49）。400万€の助成を受けて、1924年に創設された演劇博物
館を運営し、国内・国外向けに演劇の情報を発信していたオランダ演劇センター（TIN : eater 
Instituut Nederland、アムステルダム）も解散を余儀なくされた（50）。パリのオランダ文化センター
も政府支援（200万€）の打ち切りに伴って2013年12月31日をもって閉館したが（51）、日本でも語
学講座と学術交流を担っていた日蘭学会が2011年11月に自らの解散を決定している。
　スペイン政府もまた文化予算を大幅に削減したことが報じられている。映画保護基金の予算は
2011年の7,600万€から2012年は4,900万€に減額され、プラド美術館への助成金は同500万€減額さ
れ（2011年比24％減）、スペイン文化センターを運営するスペイン開発国際協力庁に至っては、
外務省本体が10億€以上の予算節減を強いられる中、2012年予算を半分近くに減らされたという（52）。
『ラ・クロワ』紙は、ソフィア王妃芸術センターの予算がこの３年間で45％減少したこと、マド
リード王立劇場が2013年に公的助成の半分以上を失ったことなどを伝えている（53）。
結論
　こうして見ると、文化予算の削減はフランス、ベルギー、カナダに限られる問題ではなく、先
進諸国全体が直面している問題であることがあらためて分かる。世論を味方につけた芸術家の抗
議活動が予算削減幅を左右しうるフランスやベルギー、カナダ連邦政府の予算削減に緊急予算措
置によって対応したケベックは、比較的穏健な方であるとさえいえるかもしれない（その場合で
（48）　Museums Association, ‘e Impact of Cuts on UK Museums July 2012’.
（49）　Anna Holligan, ‘Dutch budget cuts leave high arts in very low spirits’, BBC News, 6 September 2012. 
　　http://www.bbc.com/news/world-europe-19490501
（50）　Nina Siegal, ‘Dutch Arts Scene is under Siege’, e New York Times, 29 January 2013.
（51）　Laurène Daycard, « Institut néerlandais de Paris : l’ambassade peu diplomate », Le Figaro, le 18 février 2013. Bram 
Buijze, « ‘Il faut être deux pour danser le tango’ : la politique culturelle néerlandaise en France », Septentrion, no.1, 2014.
（52）　Joachim Pleger, « Espagne: la culture réduite à peau de chagrin », Le Hungton Post, le 20 avril 2012. 
　　http://www.hungtonpost.fr/joachim-pieger/espagne-la-culture-reduit_b_1437492.html 筆者はマドリード王立劇場
の副芸術監督を務める人物である。
（53）　Elodie Maurot, « En Espagne, la crise frappe durement la culture », La Croix, le 2 juin 2013. 
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も、ケベック州政府も政権交代を機に財政規律をより重視する姿勢に転じるなど、首長や議会多
数派の意思による部分が大きく、今後もその姿勢が維持されるかどうかは断定できない）。財政
規律を重視する政府ほど、移行期間や経過措置も設けずに、短期的に見ると芸術界に破壊的な影
響を与える政策を採ることが多いのは皮肉なことである。
　文化政策は冬の時代を迎えたかのようである。とりわけ欧州諸国においては、金融危機まで好
景気を謳歌し、文化予算も相応に増加し、芸術界もその恩恵を受けていただけに、なおさら現状
は受け入れがたいものとして感じられるだろう。
　だが、こうした危機的状況は、マドリード王立劇場の支配人を務め、2014年に死去したヘラル
ト・モルティール（ジェラール・モルティエ）が、経済危機への対応について「絶え間なく消費
し続ける世界において、支出を削減するというこの義務は必ずしも完全に否定的にとらえるべき
訓練ではない（54）」と述べたように、自明と思われていた現実から距離をとって、それを問い直
し、新しい現実を構築するための好機でもある。フランスにおける文化省の部局再編、自治体の
文化予算維持の奨励策、アンスティチュ・フランセの創設、フランダース政府の助成プログラム
改革、カナダ芸術評議会の助成プログラム改革に見られるように、組織・プログラムの統廃合を
通じた政策・支出の合理化が様々なかたちで試みられているが、それらは行政・支出の効率化と
文化の充実を両立させるために考え出された方策である（各国に見られる寄付・メセナの奨励策
もそこに加えてよいだろう）。
　とりわけ、フランダース政府とカナダ芸術評議会がともに芸術領域（ジャンル）を問わない新
しい申請方式を採用し、申請・審査の手続きの簡素化も同時に図ろうとしていることは興味深
い。特定のジャンルに分類しがたい芸術家・作品が増え続け、またそうした領域横断的な傾向が
歓迎されてきた現在、領域別の審査は実態にも時流にも即さないものになりつつある。公金の支
出に対する説明責任の見地から、増大する一方の事務的負担を軽減する方向が打ち出されたこと
にも注意したい。もちろん、詳細もまだ明らかにならず、実際の審査もまだこれからという現段
階で、その影響を分析することもできないが、政府支出の減少を取り繕うための「守り」の施策
ではなく、危機を転機として、これからの時代に対応する支援の枠組みを提案する中には、文化
政策の立案・実施者の側の勇気ある創造性を見ることができるからである。
（54）　Ibid.
